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第３部にあたって
（研究の目的）
この小論は、昨年の「海部スマイルプラン追補」の第３部として、研究部の考察をまとめたものです。会員のみなさんに事務職員および共同実施の今後のあり方について考えていただくための参考資料です。
（動機）
この小論では、学校事務職員の本質について再確認し、それを核としての役割論および共同実施の新しい形を提案しています。なぜ、いまさら本質論―『事務職員とは何か・・』―にまでさかのぼったのか、そのきっかけは県事務研策定の【あい・学校スマイルプラン】への疑問です。同プランは５つのマネジメントを基礎として事務職員がスリーター的役割を担うことを掲げていますが、そこに述べられている理想像は我々の日常から隔たっている感が否めず、本当にこれが最終目標たりうるのかと多くの人が感じているのではないでしょうか。目標に至るための理論的・具体的な手段が十分に描かれていないことも一因です。
先の「海部スマイルプラン」ではそれを財務中心として整理することで一定の道筋を示しました。しかしその後のグランドデザインの経過を見ると、そのような表面上の修正では済まないような、より根本的なズレがあるように思われました。その原因としては、策定の基礎において私たちの職の本質が十分確認されていないことが考えられます。自分たちがやりたいこと、こうであったらよいというものを都合良く並べるだけでは実現は容易ではなく「絵に描いた餅」になりかねません。そうならないためには、私たちは自分たちが何者であり、どのような本質を持つ職能集団なのかを明らかにする必要があります。そのような自己認識があってこそ、理想描写が意味を持つと考えました。もうひとつのきっかけとしては、やはり共同実施の問題が挙げられます。過渡期にある今だからこそ、私たちは自らのアイデンティティについて共通認識を持たなければなりません。少なくとも問題提起のテーブルに載せておくべきだと考えました。組織として何か重大な転換を迫られたときによりどころとなるのは日常の底流に隠れている「本質的なるもの」であり、そうでなければ変化は表面的なものにとどまり、一時の付け焼き刃にすぎません。
　共同実施の進展に伴い、今後様々な業務分野が開拓されることでしょう。無謀な船出を悔いることのないよう、一旦止まって自らの本質を再確認しておきたい、これが動機です。

（構成）
考察は、海部地区の学校事務職員の個々の現実の状況について再確認し、そこから本質的なるものを帰納的に導き出すという方法から始めました。第１章にそれを提示しています。　
第２章では学校全体の業務の中で、その本質を生かしながら今後の可能性を考えました。なお、ここでは私たちがやりたい、やってみたい、逆にやりたくないという情緒的判断はしばし横に置き、理としての必然性を重視しました。そのためまず学校業務全体を見渡し、そこに私たちの「場」を組み込みました。
また個々の業務とは別に、私たちがどのように経営参画できるかという基本概念について、組織構造を参考に定義づけました。個人の特質や能力などによる属人性の高い仕事も発展の可能性としては存在しますが、ここではあくまで事務職員の平均値としての捉え方です。
第３章では、第１章と第２章を受ける形として一つの具体例を提案しました。物理的な諸条件を伴うため、すぐ実行できるものではありませんが、今後予想される様々な変化に対応するためのヒントにしていただきたいと思います。
第1章 私たちの職の本質について

（１）本質について
一般的に、物事には本質があると考えられている。
（哲学的には異説もあるが、ここでは深入りしない。）たとえば時計は時を知るための道具であり、それが時計の本質つまり時計が時計であるための根本的性質である。宝石をちりばめた、いわゆる宝飾時計はややその本質から逸脱したものと言うことができるが、それでも機械として時を刻んでいる間は、ある種の付加価値の高い時計として認められる。単なるアクセサリーとは自ずから区別されており、時計市場には宝飾系から本来的機能だけのシンプルなものまで、購入者の価値観の幅の分だけさまざまな時計が流通している。
社会的機能や職業においても、それぞれが有する一定の本質らしきものがあることは否定できない。ただし時計のようなモノにくらべて、人のあり方の本質を知ることは対象が複雑なだけに困難である。「人間とは何か？」「芸術とは何か？」このような根源的問いに多くの解答があるのはそのためである。しかし、本質は選択のための重要な基準であり、難しいからと言って看過することは決して得策ではない。
（２）私たちの実態
　　さて、そこで海部地区小中学校事務職員の本質はどのように表現できるのか。研究部ではそれを探るために、帰納的方法を用いた。
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自分たちがそれぞれの現場においてどのような一日を過ごしているのか、時間をおって記録した結果、次のような共通点を見いだすことができた。
・実にさまざまな種類の仕事をしている。
　　電話・来客の応対、担任への連絡メモ、電算入力、旅行命令書の整理や各種提出書類の訂正指示、服務関係帳簿の管理、消耗品の在庫管理、文書の受付と配布、郵便物の配布、ブロック内への連絡メール、事務所からのメールのチェック、預かり金関係の出納、切手の管理・・・等であり、行う順序もまた固定ではない。相手先も、校内・地教委・教育事務所･保護者･業者・地域の方・共同実施ブロック内や研究会など多方面にわたっている。
・途中に飛び込んでくるコマ切れの仕事が多く、まとまった時間を一つのことに専念できないというジレンマが常にある。
・多種の仕事に見合った作業スペースや部屋が確保できない。
・行政的仕事と学校行事は無関係に動いており、こちらが合わせざるを得ない。
（３）導き出された本質の３面
　　このような状況で日頃奮闘している姿は、誰もが思い当たるのではないだろうか。この状況から導き出せる「本質」を３つの観点からまとめてみたのが，以下である。
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（４）本質からの発展可能性
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本質自体は「ただそうある」というだけのものだが、ここではプラス思考によって、どのようにそれを伸ばすかという点に重心をおいて述べたい。
本質１　keyword ：作業性
　　ここから言えることは、私たちの日常は思考･判断・指示等に関わる時間の比率は小さく、書類作成やパソコン入力にかかる物理的な作業時間に占められており、能力的にもその方向において長けているということである。従って作業者として様々な工夫により（作業に要する知識も含め）作業効率を上げることがスキルアップの第一歩である。作業性の向上改善というのは、往々にして地味な活動であり効果も見えにくいが、そのわずかな効果の蓄積が大切である。また、これは事務職員だけの問題ではなく、学校事務全体の合理化にもつながるものである。
作業効率が正しく上がれば無駄な動きは少なくなり、作業者の負担や疲労も少なく煩雑さから生じるミスも減り、さらなる改善に向かう余力が生ずるというのがプラス思考の合理化である。このように人的・物的要素を総合的に勘案して効率向上を図ることは、事務職員が「組織マネジメント」において力を発揮できる貴重な分野である。
本質２　keyword ：総合的
　　ここから言えることは、私たちは特定分野の専門知識や技術を駆使する専門家（プロフェッショナル）ではないということである。それは会計や給与手当、服務などの事務分野に限っても変わらない。では単純な一般事務だけかといえば、それもどこかニュアンスが違う。企画運営などの総合職的な面も少々あるというのがより正しい表現ではないだろうか。否、自分たちは学校事務のプロフェッショナルだ、という意見もあるかもしれないが、それは専門と専任の混同であろう。私たちが日常行っている業務の知識的・技術的レベルは一般事務のそれである。しかも、分野別に担当割りされている諸官庁の行政職員には専門性において及ばない側面が多くある。これは大きな違いであり、私たちが行政の末端であることの証拠でもある。
　　しかしそれをただ弱点とする必要もない。なぜなら、学校現場は教師、スクールカウンセラーなどが集まる専門家集団であり、今後はチーム学校としてますます各分野の専門家同士の協力体制が求められている。そこにおいて各専門家をつなぐシーラー（つなぎ役）や補佐役としての事務方の存在は不可欠であり、また各専門家を受け入れる際の服務や手当など、行政的管理面を適切に処理する機能も必須である。総合職としての事務職員の新しいニーズはこのあたりにあると予想されるが、まだ具体的かつ効果的なアピールには至っていない。今後の研究や試行錯誤を経なければならない。
　　一方で単純な事務処理者としてだけでは職の将来性が見えず、施設管理や防災・カリキュラムにも積極的に関わろうとする動きも活発である。施設管理や防災は間違いなく行政の責であり、その方向は誤りではない。財政的な視点だけに留まらず、教育そのものに対する造詣を深めることも期待されている。問題はそこに関与する時間的余裕や能力の育成、および関与における境界線の見定めかたである。ここでは、一つの案として「事務研究会」の役割を挙げておきたい。すべての事務職員が画一的に何らかの専門性を伸ばすことは現実的ではない。従って研究会の専門部や研修を活用して限定的に専門家を養成し、そのメンバーの一般業務は共同実施ブロックで臨機応変に補う、という方法も将来的には可能ではないか。組織的に行うということは、誰もができることを単純に担当割することばかりではなく、各人が一定の専門性を発揮し、それを補い合うことでもある。組織全体としての総合性を高めるためでもある。
本質３  keyword ： 基幹性
　　ここで押さえておくべきことは、上下、内外、表裏等には本来優劣はない、という点である。土台がなければ家は建たず、内部構造があることで初めて部屋という空間が生まれるのである。
　　「経営参画」というとき、この点を踏まえるならば方向や順序を混乱させずにすむ。私たちの経営参画は、何よりもまず学校経営の内部構造にしっかりと打ち込まれた、基礎を支えるための重要な部材でなければならない。「あったら便利な付加価値」はその上に加えられるものである。それをもう少し具体的に考えるとどうなるのか、この「内部（根幹）からの伸張」については次章で詳説したい。
第２章　経営参画と学校事務職員の役割について
（１）「学校経営」を俯瞰する
前章で確認した本質をもとに、ここではそれが実際の経営参画にどのように応用されるのかを明らかにしたい。
「学校経営参画」は、学校事務職員にとって常にテーマとなっている言葉だが、その概念はいろいろなレベルにおいて語られ、いまだ共通認識ができているとは言えない状況である。
　　そこで研究部では、自分たちの現実の再確認と共通概念を形成する資料として学校経営を視覚的に表現する図を作成し、これを「学校業務分布図」とした。　（図２－１）
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センターの黒丸を軸に、上方へは対外的業務、下方へは内部事務へ向かうベクトルがあるとする。同様に、右は県や自治体に関わる公務的分野であり、左は児童生徒や保護者と密接に関わる対個人的業務を表す。それぞれの業務の枠の大きさや範囲は目安としての仕事量と関係する範囲だが、数値化できるものでもなく、あくまで感覚的なものであって話をすすめるための参考である。（仮に実際の仕事量の比率をより正確に表そうとすれば、左下の授業部分ははるかに広い面積となってしまう。）
　　さて、この図を４つの区画にわけてみる。
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（図２－２）　　　　　　　　　　　　　（図２－３）
私たちが現在関わっているのは右下Ｄの内部事務である。今後そこから何らかの発展をするにしても、私たちが各校１人であること（労働力としての限界）や第１章で述べた本質を鑑みれば、現在の延長としてＢの領域に少しずつ拡大していく余地があるとみるのが自然である。また上方に行くに従って、補佐的立場となるであろうから（本質３の基幹性）、たとえＢの対外的業務であっても事務職員が主に関わるのは資料収集や会議の設定などの作業的・庶務的な周辺業務であり（本質１及び２）、現場の財務担当あるいは地教委直属の事務方としての立場が基本であることが予想される（図２－３）。
社会常識からすれば、事務職員が教員や管理職・地教委の役職者等の「自治体・学校代表としてのプレーヤー」とは性質を異にする「サポーター」であることについては学校外部の関係者にとっても異論はないであろう。あえてその常識を覆すような積極的アピールをしなければならない必然性は、ここからは見いだせない。
よって、内部事務担当の事務方として何ができるのか、どのような形で貢献すれば必要不可欠なサポーター職員として公認されるのか、その点に集中して参画の研究を進めるのが妥当であると考える。
　　（図２－２）のＡとＣにおいては、さらに私たちの役割は少ない。カリキュラムや校内会計において予算や内部チェック等の面から入り込むことのできるゾーンはあるが、ごく限定的である。少なくとも小中学校においては教員の数は圧倒的に多く、事務職員の比ではない。担当業務の範囲においても、専門的授業により結果を出すことに専念しなければならない専門学校や予備校の教員とは違う存在と捉えるべきであろう。また、教師と保護者との意思疎通を重要視する義務教育の場においては、教育的諸事情や配慮をも鑑みれば、会計業務だからという理由だけで安易に事務職員に移管できない部分も明らかに存在する。
本質３の項でも触れたが、事務職員が「基幹」であることの第一の根拠と価値は、まずは表面に出にくい内部事務を着実に行っているからである。従って内部事務を「先細りを待つだけの旧来の定型的事務」としてのみ捉えることは、かえって自らの存在基盤を脆弱にしてしまう面もあるのではないだろうか。たとえ将来的にはＡＩなどの機械化により減少する業務だとしても、「ほぼゼロ」になるまでは自分たちの本質的価値の一部であることに変わりはない。それまでにしっかり根を張ればこそ、付加価値あるいは新しい価値としての上方への発展が可能なのである。
（２）経営組織の基本　　

前の項では具体的な学校内の業務に自分たちの位置を当てはめた。ここでは一旦学校を離れ、一般的な組織経営論を参考にして、わたしたちのサポーター的立場の重要性を再確認したい。経営参画についての基本概念を形作るためである。
（図２－４）は、カナダの経営学者ヘンリー・ミンツバーグによる組織構成のモデル図である。どのような組織にも共通するパーツを５つ設定し、その構造と働きを説明している。以下、「組織の経営学」リチャード・Ｌ・ダフト著　からこの図の説明部分を引用する。
	テクニカルコア　
テクニカルコアに含まれるのは、組織の基礎的な作業を行う人々である。生産サブシステム機能を果たして､実際に組織の製品とサービスを算出する。このテクニカルコアこそが、インプットからアウトプットへの主要な変換が行われる場である。テクニカルコアには、製造会社の生産部門、大学の教師とクラス、病院の医療活動などが含まれる。（以下略）　
テクニカルサポート
テクニカルサポートの機能は組織が環境に適応するのを手助けすることだ。テクニカルサポートの技術者や研究者といった従業員は、外部環境に目を配り、問題やチャンスや技術開発がないかどうかを探る。テクニカルサポートはテクニカルコアでイノベーションを生み出す責務を負い、組織が変革と適応を進められるようにする。（以下略）　　

	経営サポート　
経営サポートの機能は円滑な操業と物理的ならびに人的要素を含む組織の維持を担当する。ここには、人材登用や雇用、報酬や手当の決定、従業員の教育訓練と開発などの人事の活動のほか、ビルの清掃や機械の修理などの保守管理活動も含まれる。（以下略）
マネジメント　
マネジメントは明白なサブシステム※として、組織の他のパーツに指示を与え、調整する責務を負う。トップマネジメントは、組織全体あるいは他の主要な部門に方向、戦略、目標、方針を与える。ミドルマネジメントは事業部門レベルでの実行と著性の責任を負う。伝統的な組織では、ミドルマネージャーが、トップマネジメントとテクニカルコアとの橋渡し役として、規則の実施、階層の上下への情報伝達について責任を負う。・・・・・　「組織の経営学Ｐ１４～Ｐ１５」
※サブシステム・・・全体の内部には受け持つ機能ごとにそれを構成する小規模なシステムが存在し、全体に対するパーツとしてその役割を果たす。


　
この構造を小中学校に当てはめたのが以下である。
　テクニカルコア・・・・・・一般教員（担任・教科担当）
　テクニカルサポート・・・・教務主任や教科指導担当、学年主任等。彼らはテクニカルコアとこれを兼ねている。
　経営サポート・・・・・・・事務職員を中心に、校務、教頭が担う。
　トップマネジメント・・・・校長の経営方針や学校目標など　
ミドルマネジメント・・・・五役会、企画委、主任者会等が各学校の状況に応じて機能している。ミドルマネージャーは教頭である。
　　経営サポートにおける中心に事務職員がいることは明白である。さらにミドルマネジメントのメンバーの一員でもあり、予算委員会や物品管理、服務等の分野において、助言や進言をする場合も多い。特に事務長などの上位の職階者はその頻度も高いと思われる。
事務職員にとっての「マネジメント」を語る際はこのような構造をはっきりさせてミドルマネジメントとして語るとわかりやすい。ミドルマネジメント自体は指示や監督というより、トップマネジメントとの連絡伝達や実行のサポート、組織の維持を主目的とするものであり、さらにその一部に事務職員の関係する基幹的分野がある、ということである。これを「学校における組織マネジメントが事務職員の重要な職務である」と大きく言ってしまうと正確さに欠けることになり、余計にわかりにくくなる。結局私たちもどこまで関わるのか判然とせず、また第三者への説明も雲をつかむようなものになってしまう。
　　「学校マネジメントと言うが、君たちに何ができるのか？何を期待すればよいのか？」そう問われた時にどう答えられるのか。
　　私たちは､ここで表現されている「経営サポート」面とそれを含むミドルマネジメントにおいて貢献することができる。財務はもとより、カリキュラムや情報管理であろうと、この「経営サポート面」との関わりにおいて可能である。実際には具体的な学校内の課題に応じてそこに含まれる問題を的確に分析して、事務職員として関われる部分を探っていく必要がある。
（３）共同実施の方向性
公立学校が民間企業等と違うのは、上記の図における経営サポート面において、その背後に県や市町村の教育行政のシステムがあり､人事や財の面でそこに完全に依存しているという点である。その巨大なシステムの末端（最前線）で、私たちは経営サポーターとして働いているのであり、判断を任されている事柄はごく部分的であるということである。
一方テクニカルサポート面では、国の学習指導要領や地区の事務協議会、また現職教員による研究活動等もある。全体を見て判断するならば、事務職員が重視すべき背景は当然行政システム側であり、最前線に一番近い部分は地教委である。従って、今後の共同実施の発展について模索する場合は、地教委との連携や事務の移管を焦点とするのが最も効果的と考えられる。
例として、地教委が各学校に下ろしている各種調査や教科書などのとりまとめ事務、学校集金、管財関係事務（契約、帳簿管理）をブロック事務室※に移管するなど、業務の分析をしたうえで、学校現場（教員）の負担を減らすべく効果的に振り分けることができれば、職の確立と事務負担軽減が両立される。
※ブロック事務室については、第３章参照
（４）教員の事務負担軽減について
上記の組織の５つの基本パーツの項でも述べたが、事務職員が教員の事務負担軽減を図るために有効なのは「経営サポート」内において現在は教頭／教務／校務が担当している諸業務である。しかし、ただ肩代わりするのではなく私たちが共同実施を活用しつつ何らかの効率的手段により行わなければ、今度は事務職員の過重な負担となってしまう。
この負担軽減の考え方では、結果としてテクニカルコアに属する一般教員への還元は、ごく間接的にならざるをえないが、それは職の性質上、超えられない限界である。
　　本質１の作業性の項でも述べたように、事務的作業一般の効率化・合理化は経営サポートの一環として事務職員も関わる課題である。しかし教員の業務多忙化については、事務作業の煩雑化という校内の問題だけではなく、社会における価値観の多様化や学校への過大な期待、部活動等における教員の意識改革などの要因が含まれており、まずは（図２－４）のテクニカルサポートスタッフそしてトップマネジメントで対策を見出さなければ真の解決には至らないであろう。
第３章　事務機能の新しい形について
（１）共同実施の現状とこれから
共同実施にはすでにいくつかの課題が生じている。そもそも事情の異なる各学校内で、それに合わせながら単独作業をしていたところに、組織化と称して画一化と新しい仕事という開拓事業を組み込もうとしているわけであるから、ある程度のきしみが生じるのは当然であろう。
この状況を「組織化および共同実施の成果のためには仕方ない」として甘受しつつ荷を積み上げるようにして邁進するのか、あるいは何か別の方法を模索するか、それは各人の仕事観に依るところだが、研究部では後者の立場による可能性を探ってみた。　　
これから共同実施で何にどう取り組んだらよいのか、という懸案については各ブロックで議論が重ねられているが、視点を変えて「何を」という内容面ではなく、「どのように」という形態面からアイデアを練ってみた。内容と形態とは密接に関連している。一般論として、内容にふさわしい形があり、形によって内容が限定されるという相互依存の公式が成り立つのであれば、内容を刷新するためには形も改変すべきではないか、という発想を起点としたものである。
（２）変化予測の３パターン
　

（図３－１）は共同実施の形態について、将来の変化を予想したものである。外面的な形としては、この３つ（現状・事務センター化・その中間）しかありえないと考えられる。事務センター化はわかりやすいシンプルな形だが、これは一つの極点であり終止形である。よって現状からの漸次的発展を望むならば中間状態を指向するのが妥当であり、そこに多くの妥協点や選択肢があると考えられる。その指標をどのあたりに持ってくるかが考えるポイントになる。







（３）現行スタイルの長短　　


　　（本務校勤務のまま、月２回程度の会合や共同作業、また年数回の他校訪問によるチェックや相互研修など）
　長　所　　
・手当認定などの相互チェックにより、正確性が増す。
・担当者制を取り入れることにより、援助を受けられる。担当者には一定程度の専門性が醸成される。
・他校の事例や知識を共有し蓄積することにより、個人のスキルアップや作業時間の短縮に役立つ。
・他校の事務処理をチェックすることが書類作成や管理におけるより良い方法を探るきっかけとなり、事務の質の向上につながる。
　・一部の会計処理（備品購入など）は共同処理することによって、価格および労力の面でのコストダウンをはかることができる。
短　所　
・これまでの学校での仕事プラス共同実施で仕事量が増している。
・組織化とは名ばかりで結局は各個人の努力に依存しているだけである。
・担当者制により、学校にいながら自校の書類を処理しないという奇妙な非合理性や煩雑さが生じ、全体としての合理性に逆行する。
・既に手詰まり感があり、これ以上何ができるかわからないし、学校としては無理を押してまでの「組織化」「事務の高度化」は期待していない。
・教員の事務負担を肩代わりしてもそれが職の確立と経営参画に直結するわけではない。
（４）事務センター方式の長短　　


　長　所
・管理事務の集中化による情報管理のしやすさ、事務職員および経常費用の削減
・単純作業の一部のアウトソーシング化･機械化による経費削減
　短　所
・教員の事務負担の増大（各種申告などの本人入力、人事管理事務以外の全ての事務作業の割り振り分担など）
・学校現場における一般職（受付、諸連絡、財務･管財担当者）の不在による行政機関としての管理運営体制の劣化。（第１章、２章で言及した「基幹」部分の欠落）
・教育現場からは隔離された閉じた空間であり、私たちが目指すような経営参画的発展の可能性が見えない。
・事務職員の非正規化の進行、単純作業化への移行。
（５）中間のスタイル・・・「ブロック事務室」設置案　　


　上記の上の二つの形にはそれぞれ長短があるが、特に前項の事務センター方式においては、事務職員はもとより学校全体を見ても教育活動に対して何ら益することがないのは明白である。この形に移行することは、教員の多忙化軽減という流れにも逆行する。
　よって、研究部では中間のスタイルとして「ブロック事務室」の設置を想定した。
　
	ブロック事務室　について
１　目的
1 共同実施を遂行するにあたり、具体的な「場」を持つことによってその事務的機能の存在と働きを明確にする。
各メンバーの校内での仕事と共同実施組織としての取り組みを峻別し、集中作業の場として作業効率と正確性を向上させる。
　
2 事務センターという隔離された場ではなく、校内に事務機能集約の具体的場を設置することにより、「学校にいてこその事務職員」という旧来の価値観を残しつつも、教員と協力する現場要員という曖昧な存在から「現場を熟知し､教育行政に秀でた職員」という存在への意識改革を狙う。
２　事務室としての諸条件
・ブロック長校に設置する。
・県端末および市町村端末設備の設置。
・ブロック全員が会合できるスペース。

・個人情報を含む重要書類の保管設備。
３　機能
・ブロック内の事務情報集中管理による効率化と地教委と各学校をとりもつハブ機能を持たせる。県および地教委の業務分析により、各学校よりもブロック事務室が受けた方が合理的と判断した業務はここで受託し、事務組織で対応する。これにより地教委および各学校の管理的事務（教頭・教務主任・校務主任の一部事務）の軽減、および間接的な教員の事務負担軽減作用につなげる。校務分掌をより精密に仕分けする作業が必要である。
・たとえば、備品・会計・教科書等の事務、全校共通の各種調査、その他、学校現場での作業を必須としないもの　　
・随時の県費認定もこの事務室を利用する（各校の認定簿等必要書類の集中保管）
・その他、緊急時の旅費や給与関係の代替入力、予算要望調整、大規模校の各種事務作業の援助。
・規則改正文書や事例･ノウハウの集積場所としての活用。
４　動き方
・通常の勤務は従来どおり､本務校で行う。
・ブロック事務室はメンバーのセルフマネジメントによって必要に応じて利用する。
・グループでの作業や調整が必要な時は､ブロック長の許可および要望で行う。
・全員での会議・情報交換は省力化のため月１回にとどめる。


	５　課題
・学校にとっての課題は「職員室の留守番」不在時間が生じることであるが、非常時は除き「電話受付」のシステム化などの方法で対応する。学校への重要な電話のほとんどは保護者との連絡関係である。現状のように手近な人が漫然と受けるやり方では、対応および連絡がうまくいかないことも多く信頼感に欠ける。これを機に受付担当者を置く、あるいは職員の所在や連絡内容の記録帳簿など受付体制の改革も考えられる。
・事務職員不在の際の教頭･教務等の電話対応が増加する恐れもあるが、それは受動的な教育活動であると捉え、その分を共同実施組織への事務移管で補うという考え方もできる。


（６）まとめ
最終的な目標は、いかにして共同実施を教育行政において名実ともに不可欠なものにしていくか、である。
このブロック事務室案は、将来生じうる一つの形として仮定して、そこにどのようなポテンシャルがあるかを想像したものである。実際には私たちの意思だけではどうにもならない障壁があり、その意味ではあまりに空想的すぎるかもしれない。しかし、このような中間状態のどこかに事務職員および共同実施組織が有効に機能する状態があると思われる。さまざまな制約の中でどのようにしたら「三方よし」（地教委〈地域〉・学校・事務職員）を実現できるのか、さらなるアイデアと工夫に期待したい。
あとがき
変革期においてものごとは急展開しがちです。功を焦ってあれこれ手を出しても定着せず、かといって歩みを止めれば取り残されるかもしれません。結果としてうまくいけばそれに越したことはありませんが、それが単なる幸運な偶然だったのか、あるいは必然だったのか、その見極めは難しいところです。いずれにしても過渡期において試行と検証は必要不可欠です。しかしそのような短期的成果以上に大切なのは未来への青写真、いわゆる「持続可能な」未来像があるかどうかではないでしょうか。
今回、この小論では私たちの現実から、自分たちの本質的価値を抽出しました。価値には、本質的価値と並んで、そこから派生する付加価値とがあります。県事研の「あい・学校スマイルプラン」や他地区での積極的な取り組みは、いわば高度な付加価値の先取りと言ってもよいと思います。
　しかし、より堅実な歩みを目指した海部地区の研究部としては、付加価値を探る前段階として、まずは自分たちが置かれた立場や本来的な価値を確認したうえで具体的な実践に取りかからねば、長期的に共同実施を定着させることが難しいのではないかと危惧し、今回の提案に至りました。やや下世話な言い方をすれば、共同実施は流行に乗った短期決戦的商品では不十分、ということです。
　これまで研究部は【海部スマイルプラン】として、一貫して基本に重点をおいた提案を継続してきました。なぜならば、事務職員がその職能によって学校経営の一角に加わろうとするなら、何よりもまずは財務分野・財務マネジメントに重心をおくこと、そして組織論として実際に共同実施のような「有機的・分散型組織」を運営する時の理念など、これらは来年の共同実施計画案や経営参画にすぐに役立つハウツーではありませんが、共同実施を無理なく長期的に展開していくために、ブロックをリードしていく人はもちろん一人一人が共有しておくべき実務のための基本理念であると考えたからです。
　平成２９年度からは，海部地区も実践研究の段階に入る予定です。今後は共同実施の成果をアピールすべく、授業や生徒指導等の直接的教育活動を除いたすべてに事務職員として関わりたいという野心的な意見も出てくるでしょう。しかし、私たちが巨大な行政システムの最前線にたった一人配属されたサポーターであるという立場は続きます。もしも、大学や予備校のように質量ともに教員に勝るとも劣らない事務機能集団としてひとつのオフィスを形成する状況になったならば、全く違った展開が待ち受けているはずです。その際は、今回提案した私たちの本質的価値は失われ、これまで付加価値と思っていたものが主となるような、文字通りの「本質的変化」が起こると考えられます。
　この小論によって自らの本質的価値を知り再確認することは、そこに固執して是とし、付加価値を否とするということではありません。むしろ逆に、将来の変化を予測すればこそ「今」に深く気づかねばならないということです。自分たちに何があり何がないのか、そして何を付け足し何を省いていったら〈起こるかもしれない大転換〉に対応できるのか、今を知ることによって「これから何をすべきか」が見えてくるのではないでしょうか。
私たちの仕事は書類やデータなど、すべて具体的な形に結実し、それによって評価されてきました。しかしパソコンを操り書類を整えるというルーチンワークに留まっていてはいけないことも感じています。学校事務職員は職の誕生そのものに起因する不確定要素により、役割や立場が確立されておらず周囲の状況に振り回されがちですが、またそれ故に私たちが「研究」として経営参画の問題に取り組む余地が残されています。
これから学校が地域や外部専門家との協力を深め、また事務処理のＡＩ化などの技術開発が進む中で私たちはどのような方向をめざせばよいのでしょうか。行政職員としての実務が説明責任や書類や数字の正しさで評価されてきたように、この問題についても、職の地位確立という内向きの都合や高い理想を掲げたグランドデザインとは別に、理論的裏付けと具体的成果の両輪をもって第三者に事務職員の存在意義を説明する事態が、遠くない将来に生じるのではないかと考えられます。
第３部まで継続してきた海部スマイルプランが、そのような理論的側面における始めの１歩として、何らかのヒントを提供できたならば当面の努めは果たせたものと思います。
参考文献　　　

「組織の経営学」

　　リチャード　Ｌ・ダフト　著　　髙木晴夫　訳　ダイヤモンド社　2015年
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本質１　職名にかかわらず、基本的に作業者（事務的軽作業者）である。勤務時間の大部分はPC操作、書類の作成や整理に充てられる。　　　　　（仕事の形の面）　�　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　











本質２　雑務から昇給、人事関係まで広範囲の業務を担っている。文字通りの一般事務職であり専門職ではない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　（仕事内容の面）





本質３　事務職員とは、上下構造にたとえれば下部（基礎）であり、内外で言えば内部機関であり、表裏で言えば裏方である。　　　　　（学校における立ち位置の面）
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